
参考資料１：被災による産業機能停止の影響の波及について
（業界別）

①鉄鋼業界
②石油業界
③石油化学業界
④電力業界（火力発電）
⑤ガス業界（ＬＮＧ）



①鉄鋼業界：サプライチェーン

図 鋼材フローチャート

資料：「 鉄鋼業の現状と課題 （高炉を中心に）」 （平成27年4月、経産省）
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川上
（高炉メーカー）

川中
（圧延・加工メーカー）

川下
（自動車産業等）

○産業構造＝川上（高炉メーカー）、川中（圧延・加工メーカー）、川下（自動車産業等）。
○ 鉄鋼は、産業機械、自動車、情報通信機器等の他産業の基盤となる産業。



①鉄鋼業界：高炉メーカー別立地状況・粗鋼生産量

資料：「 鉄鋼業の現状と課題 （高炉を中心に）」 （平成27年4月、経産省） 2

○ 国内の製鉄所は太平洋ベルト地帯に集中して立地。
○ 特に、東京湾では3製鉄所、関東地方では4製鉄所に依存している。



①鉄鋼業界：臨海部立地企業の製品流動の例１

（上）製鉄所で製作される鉄道の車輪・車軸

（下）「ななつ星in九州」にも採用されている。

高速鉄道用車輪の世界シェア

35%

（出所）住友金属工業(株)経営報告書2012

3

○ 和歌山下津港に立地している製鉄所では、鉄道の車輪・車軸の母材を生産し、和歌山下津港から船舶で大阪

市内の同社製鋼所へ海上輸送し、鉄道用車輪・車軸を生産しており国内シェア１００％を誇る。

○ 同車輪・車軸等の製品は、豪華列車「ななつ星in九州」を始め、海外にも輸出され台湾新幹線にも採用される

など日本のみならず世界の鉄道・交通体系に不可欠な製品となっている。



①鉄鋼業界：製鉄所（高炉）被災の場合の影響想定
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■被災時の高炉の状況（神戸製鋼）

1995年1月17日、当社グループはその本拠地

である神戸において、阪神・淡路大震災の直撃
を受けました。人的な被害は少なかったものの、
鉄鋼事業の象徴でもあり、要の生産設備でもあ
る神戸製鉄所の高炉(溶鉱炉)が損壊し、企業存

続も危ぶまれる状況に陥りました。高炉はひと
たび稼動すると、寿命の来るおよそ20年後ま

で、止めることは出来ない設備です。その高炉
が止まり、溶けた銑鉄(鉄鋼製品の元となる純度
の高い鉄分)が炉底で固まってしまったので
す・・・

そして、2ヶ月半後の4月2日・・・

外部の方々の協力と、技術陣の奮闘によって、
奇跡的に「高炉の再稼動」が実現し、当時世界
で初めての事例となりました。

資料：「1995.1.17 ～震災を乗り越えて～」KOBELCO



②石油業界：サプライチェーン
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○産業構造＝川上（精製業者）、川中（輸送者）、川下（販売業者）。
○ 石油は、産業や人々の生活を支える非常に重要な資源。



②石油業界：製油所の分布・設備能力

資料：もっと知りたい！！石油のＱ＆Ａ（石油連盟）
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○製油所は各地方毎に１～２ヶ所程度が集中して配置されている。
○ 東日本大震災で被災した東北地方においては、製油所は仙台塩釜港にしか立地していない。



②石油業界：東日本大震災によるガソリン等の燃料供給への影響
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○地震・津波により東北・関東地方の太平洋側の製油所及び油槽所が被災し、東日本全体の燃料供給能力が
激減。塩釜油槽所においては、3/21より石油の輸送を受け入れられたものの、燃料供給能力不足の解消には
至らず、被災地の復旧活動が停滞した。

○一方、西日本や北海道の製油所から燃料の供給が行われた際に、日本海側港湾が活用された。

JX日鉱日石エネルギー
仙台製油所

八戸油槽所

塩釜油槽所

青森油槽所

秋田油槽所

西日本の製油所

釜石油槽所

小名浜油槽所

コスモ石油
千葉製油所

日本海側港湾への海上輸送

JX日鉱日石エネルギー
鹿島製油所

各地の製油所等の稼働率アップによる
追加増産分等を東北地方へ転送
約２万ｋｌ／日（３／１７時点）

北海道の製油所

秋田港

酒田港

青森港

東北各県への鉄道輸送

仙台市ガス局
LNG基地(被災あり)

新潟港

ｶﾞｽﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝによる輸送

酒田油槽所

主な製油所
製油所（被災あり）
製油所（被災無し）

東北地方の主な油槽所
油槽所（被災あり）
油槽所（被災無し）



②石油業界：東日本大震災によるガソリン等の燃料供給への影響
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燃油の需給逼迫という二次的被害は様々な
方面に影響を及ぼしている。港湾地区ではガ
ントリークレーンやフォークリフトなど荷役用機
器に使用する軽油が枯渇することで荷役作業
が停滞する懸念が高まっており、場合によって
は港頭地区に貨物が滞留する事態も考えられ
る。また、成田空港でもトラック事業者の引き
取り頻度が低下しているため、輸入航空貨物
が上屋内に滞貨する事態も生じている（１７日
現在）。さらに、電力会社が実施している計画
停電の影響で、物流活動がさらに低下するこ
とも不安視されている。

カーゴニュース３月２２日号

■震災による物流活動への影響

資料：「朝日新聞デジタル」(2011.3.14)

■成田空港の滞貨保管スペース（貨物地区を代用）

■被災地のガソリン不足の様子

資料：「日刊CARGO電子版」（2011.3.18)



③石油化学業界： サプライチェーン

資料：もっと知りたい！！石油のＱ＆Ａ（石油連盟） 9

○産業構造＝川上（石油精製工場）、川中（エチレンセンター等）、川下（各種製造業者）。
○ 石油化学製品は、産業の基礎製品であり、プラスチック、合成繊維原料、合成ゴム等、様々な製品に使われて
いる。



③石油化学業界：国内石油精製設備能力、石油化学設備能力

資料：「 京葉臨海工業地帯における市原市の取組 」（平成26年6月、市原市）
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資料：「 京葉臨海工業地帯における市原市の取組 」（平成26年6月、市原市）

③石油化学業界：コンビナート内の原料融通の例
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１４３千BD

２４０千BD

２２０千BD １７５千BD



③石油化学業界：東日本大震災による石油化学製品の供給への影響
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○ 地震・津波により、関東地方を中心として石油化学コンビナートが生産停止。

○ エチレン等の化学製品の供給能力が減少し、化学メーカー、自動車産業、デジタル家電産業等、幅広い分野

の製造業に深刻な影響が及んだ。



④ガス業界（LNG）：サプライチェーン

資料：大阪ガスHPより
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○産業構造＝川上（ＬＮＧ受入基地）、川中（発電所）、川下（各種工場等）。
○ ガスは人々の生活を支えるのみならず、各種産業を支えている。



④ガス業界（LNG）：天然ガスインフラの整備状況

資料：「我が国の天然ガス及びその供給基盤の現状と課題」（平成24年1月17日 資源エネルギー庁） 14

○ ＬＮＧ受入基地やＬＮＧサテライト基地は日本全国に分散している。
○ 他方、主たる輸送を担うパイプラインについては、関東地方に集中しており、広域的な代替性が不足している。



④ガス業界（LNG）：東日本大震災におけるLNG産業被災事例

資料：「東日本大震災における燃料供給について」（平成23年11月15日 資源エネルギー庁資源・燃料部） 15

○東日本大震災においては、８県１６事業者の供給区域で約４６万戸への供給が停止。
○ うち５事業者においては、津波によりガス製造設備が機能停止したが、全国のガス事業者１０万人の協力によ
り、移動式ガス発生装置の迅速な配置、サテライト基地用気化装置の搬入等を行い、病院等の重要施設から
順次供給を再開。

○ ただし、仙台市ガス局の供給先３６万戸への供給を支えていたＬＮＧ基地の全面代替は、移動式ガス発生装置
では困難であったところ、新潟から広域パイプラインが連結していたため、早期復旧が可能となった。



⑤電力業界（火力発電）：サプライチェーン

資料：東京電力HPより
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○産業構造＝川上（発電所）、川中（送電施設）、川下（各種工場等）。
○ 電気は人々の生活を支えるのみならず、各種産業を支えている。
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⑤電力業界（火力発電） ：国内の火力発電所位置図

17

○火力発電所は日本全国に分散して立地している。
○ 東日本大震災以降、原子力発電による電力供給量が激減し、火力発電への依存度が高まっている。
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資料：電気事業連合会



⑤電力業界（火力発電）：臨海部立地企業におけるLNG供給の例

海外

中部電力の主なLNG調達先
カタール：814万t(60%)

インドネシア：124万t(9%)

オーストラリア：121万t(9%)

名古屋港
知多LNG基地

茨城県

埼玉県

千葉県

神奈川県

長野県

5兆円岐阜県

5兆円

静岡県

16兆円
愛知県

40兆円

三重県

10兆円

大阪府

兵庫県

中部

76兆円

近畿
関東

中国・四国

九州・沖縄 北海道・東北

•国内最大級のLNG輸入基地
•中部電力のLNG年間所要量のうち
約60%を取り扱う（2010年度）

知多LNG基地

知多火力

知多第二火力

新名古屋火力

名古屋港

西名古屋火力
（工事中）
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○ 名古屋港でLNGを輸入している中部電力は、中部５県（人口1,600万人）に電気を供給している。

○ 中部電力の発電電力量1,380億kwhのうち、64%はLNGによる火力発電である。

○ 中部電力の年間LNG所要量のうち、約60%を名古屋港知多LNG基地で取り扱っている。

○ 大規模災害によりLNGの受け入れが止まった場合、日本全体の26%の製造品出荷額を誇る中部圏の産業に

多大な影響を及ぼし、ひいては日本経済に多大な影響を及ぼす可能性がある。



⑤電力業界（火力発電） ：東日本大震災による電力供給への影響
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○原子力発電所の被災も重なり、東北・関東地方の電力供給能力が激減。
○電力が供給されず、東北・関東地方の工場の生産能力が著しく低下。



⑤電力業界（火力発電） ：東日本大震災後の電力のバックアップ
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○ ＪＲ東日本では、発災から1週間後、自家発電量の一部を電力供給不足に陥った東京電力に供給。

川崎火力発電所 信濃川水力発電所

ＪＲ東日本の発電所

ＪＲ東日本
⇒自社消費電力を削減

：JR運航本数削減
：車内冷暖房の停止
：構内ｴｽｶﾚｰﾀの停止等

発災
１週間後

自社消費
（56万kWh）

3/10時点
売電＋

自家発電量56万kWh

自家発電量62万kWh（増産）

電力供給
(21万kWh）

東京電力へ
電力供給

自社消費
（41万kWh）

資料：「エネルギー白書」（2012年）

出典：ＪＲ東日本プレスリリース
（2011年3月18日）



⑤電力業界（火力発電）：電力制約が企業活動に与える影響の例

項目 企業 事業活動への影響

業績への短期的影響 化学A社 製品の製造に大量の電力を使用するので、電力使用制限は生産減少に直結する。15％の
電力使用量制限により、収益が20％以上悪化するおそれがある。

シェア喪失による長期的影響 自動車B社 電力制約のため海外市場向けの新車投入が計画どおりできないと、販売店の展示スペース
を海外メーカーに奪われ、売上げが長期的に押し下げられる。

シフト調節によるコスト増 自動車C社 電力制約を緩和するため、休日シフトを組んだり生産スピードの加速化を行ったりする予定
だが、労働組合との調整や、特別手当等の賃金コストの増加が必要となる。

自家発電の炊き増しによるコスト増 化学D社
もともとアジア各国の競合他社との厳しい競争を強いられていたところ、電力制約への対応
のため購入電力を自家発電力に切り替えると、発電コストが現在の約2倍になり、大きな打
撃を受ける。

生産設備の破損 硝子E社
一部の生産設備は基本的に常時運転を継続する必要があり、電力使用制限は生産設備の
停止・破損につながる。停電が繰り返される、もしくはそのおそれが強いなら、国外への生産
移転を余儀なくされるかもしれない。

高品質な製品の製造に支障 鉄鋼F社
高精度・高耐久性が求められる鉄鋼の製造には、数十時間、融解・連続加熱が必要。停電
のリスクは、こうした高品質な製品の製造を不可能にする。

電圧低下による生産停止 非鉄G社
瞬間的な電圧低下でも工場が停電してしまう。停電すると生産再開まで4時間は必要。また、
加工中の製品はスクラップとなる。さらに、停電の度に計測器の設定をやり直す必要があり、
大変なコスト増が見込まれる。

資料：「ものづくり白書2011」（経済産業省）
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○電力制約は企業の業績への短期的影響、シェア喪失による長期的影響及び様々な要因によるコスト増加など
企業の活動に甚大な影響を及ぼす。



⑤電力業界（火力発電） ：送電線裁断による影響

22

○電力は総量の問題だけでなく、送電網の支障によっても影響を及ぼす。
○過去には、クレーン船が送電線に接触し、その結果、鉄道各線・地下鉄や道路交通に支障を来した。

資料：「過去の大規模停電事例」（IEEE）
「8月14日に首都圏で発生した停電事故について」（TEPCO REPORT）


